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上 場 会 社 名  上場取引所 東証一部・大証一部 

コ ー ド 番 号 1847 URL  http://www.ichiken.co.jp 
代 表 者 （役職名）代表取締役社長 （氏名） 上塚 一也 
問合せ先責任者 （役職名）財務経理部長 （氏名） 渡辺 直之 TEL (03) 3845－8096 
半期報告書提出予定日 平成 19 年 12 月 14 日   
 

 （百万円未満切捨て）

１．平成 19 年 9 月中間期の連結業績（平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日） 
(1)連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間（当期）純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
19 年 9 月中間期 38,101 39.0 1,342 106.8 1,295 131.7 1,167 46.5 
18 年 9 月中間期 27,405  ― 649  ― 559  ― 796  ― 

19年 3月期 65,676 ― 1,577 ― 1,421 ― 1,494 ―

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益 

  

 円 銭 円 銭 
19 年 9 月中間期 32.64 32.46    
18 年 9 月中間期 22.32 22.23    

19年 3月期 41.83 41.65  
(参考)持分法投資損益 19 年 9 月中間期 ― 百万円 18 年 9 月中間期 ― 百万円 19 年 3 月期 ― 百万円

 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭
19 年 9 月中間期 38,814 7,305 18.8 203.58 
18 年 9 月中間期 35,599 5,599 15.7 156.79 

19年 3月期 44,121 6,585 14.9 183.85
（参考）自己資本 19 年 9 月中間期 7,284 百万円 18 年 9 月中間期 5,599 百万円 19 年 3 月期 6,577 百万円

 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 

 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円
19 年 9 月中間期 1,401 △ 69 △ 955 9,258 
18 年 9 月中間期 △ 1,038 1,763 △ 1,982 5,065 

19年 3月期 3,862 1,738 △ 3,040 8,882
 

２．配当の状況  

 １ 株 当 た り 配 当 金 

（基準日） 中 間 期 末 期 末 年 間 

 

 円 銭 円 銭 円 銭 

19 年 3 月期 0.00 7.00 7.00  

20 年 3 月期 0.00 ―  

20 年 3 月期（予想） ― 7.00 
7.00 

 

 

３．平成 20 年 3 月期の連結業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 
（％表示は対前期増減率）

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通 期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―  

※当社の連結子会社を平成 19 年 8 月 27 日付け「連結子会社の吸収合併に関するお知らせ」のとおり、平成 19 年 10 月 1 日

を期日として吸収合併したことから連結子会社はなくなりました。このため通期の業績予想につきましては個別業績予想

にて開示しております。 
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４．その他 

（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   無 

 

（2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項に記載されるもの） 

①会計基準等の改正に伴う変更   有 

②①以外の変更          無 

（注）詳細は、14 ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

 

（3）発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む）

19 年 9 月中間期 35,852,000 株 18 年 9 月中間期 35,774,000 株 19 年 3 月期 35,840,000 株

②期末自己株式数 

19 年 9 月中間期 69,448 株 18 年 9 月中間期 58,548 株 19 年 3 月期 61,918 株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24 ページ「１株当

たり情報」をご覧ください。 

 

（参考）個別業績の概要 

１．平成 19 年 9 月中間期の個別業績（平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日） 
(1)個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間（当期）純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
19 年 9 月中間期 38,088 39.0 1,342 99.4 1,294 121.8 1,167 188.0 
18 年 9 月中間期 27,392 △ 7.8 672 4.2 583 8.5 405 ― 
19 年 3 月期 65,651 △ 0.9 1,584 34.5 1,429 49.8 1,087 ―

 

 
1 株当たり中間 

（当期）純利益 

 

 

 円 銭

 

19 年 9 月中間期 32.62  
18 年 9 月中間期 11.35  
19 年 3 月期 30.44

 

 

(2)個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭
19 年 9 月中間期 38,554 7,178 18.6 200.02 
18 年 9 月中間期 35,333 5,488 15.5 153.67 
19 年 3 月期 43,842 6,458 14.7 180.31

（参考）自己資本 19 年 9 月中間期 7,157 百万円 18 年 9 月中間期 5,488 百万円 19 年 3 月期 6,451 百万円

 

２．平成 20 年 3 月期の個別業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 
（％表示は対前期増減率）

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通 期 69,000 5.1 1,750 10.4 1,650 15.4 1,600 47.1 44.72

 
 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

1. 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業

績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、3 ページ「１．経営成績（1）

経営成績に関する分析」をご覧ください。 

2. 当社は通期の業績予想について修正を行っております。通期の業績予想に関する事項につきましては、本日（平

成 19 年 11 月 15 日）公表の「平成 20 年 3 月期通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 
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１．経営成績 

 
（1）経営成績に関する分析 

①当中間期の経営成績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、原油高や原材料価格の高騰並びに米国経済の減速などの影

響により、企業の設備投資は、一部に弱い動きが見られるものの、増加傾向にあり、景気は引き続

き緩やかな回復基調のうちに推移いたしました。 

建設業界におきましては、公共投資の減少傾向に歯止めがかからず、また、建築基準法の改正に

伴う建築確認審査の厳格化等の影響による住宅着工数の減少など、依然として受注環境は厳しい状

況となりました。 

このような状況のもとで当社グループは、積極的にコア事業である「商業施設」の建築及び内改

装工事等の受注拡大を推し進めてまいりました。また、引き続き有利子負債の削減を行い財務面で

の改善にも取り組んでまいりました。 

この結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、受注高は 366 億 2 千 4 百万円（前年同期

比 11.2％増）となり、不動産事業等を含む売上高は 381 億 1 百万円（前年同期比 39.0％増）となり

ました。損益につきましては、営業利益は 13 億 4 千 2 百万円（前年同期比 106.8％増）、経常利益は

12 億 9 千 5 百万円（前年同期比 131.7％増）となりました。 

また、当中間連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を早期適用したことにより

販売用不動産において評価損 3 億 5 百万円を特別損失に計上しましたが、中間純利益は 11 億 6 千 7

百万円（前年同期比 46.5％増）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

（建設事業） 

建設事業につきましては、商業施設関連の受注高及び完成工事高がそれぞれ増加したことから、

受注高は 366 億 2 千 4 百万円（前年同期比 11.2％増）、完成工事高は 376 億 9 千 1 百万円（前年同期

比 39.8％増）となり、営業利益は 17 億 4 千 7 百万円（前年同期比 78.4％増）となりました。 

 

（不動産事業等） 

賃貸収入が主な不動産事業等の売上高につきましては 4 億 1 千万円（前年同期比 6.0％減）となり

ましたが、当中間連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を早期適用したことによ

り販売用不動産において評価損 2 千 1 百万円を不動産事業売上原価に計上しましたので、営業利益

は 3 千 5 百万円（前年同期比 50.0％減）となりました。 

 

②通期の見通し 

今後のわが国経済の見通しにつきましては、原油価格高騰の長期化、米国経済の減速などの影響

が懸念されるものの、引き続き緩やかな景気回復が続くものと見込まれます。 

建設業界におきましては、公共投資の減少傾向の影響による民間工事の受注競争の激化や建設資

材及び労務費の高騰など、依然として厳しい経営環境が続くものと思われます。 

このような状況のもと、当社は品質の向上及び人材の育成等に取り組み、更なる技術力、営業力

の強化を図るとともに、コア事業である「商業施設」の建築及び内改装工事等へ引き続き経営資源

を集中し、受注の拡大に注力してまいります。 

通期の業績予想につきましては、当中間期の業績結果を踏まえまして売上高 690 億円、営業利益

17 億 5 千万円、経常利益 16 億 5 千万円、当期純利益 16 億円とそれぞれ予想を修正しております。 

なお、当社の連結子会社であるダイヤ建装株式会社を、平成 19 年 8 月 27 日付け「連結子会社の

吸収合併に関するお知らせ」のとおり、平成 19 年 10 月 1 日を期日として吸収合併したことから連

結子会社はなくなりました。このため通期の業績予想につきましては個別業績予想を開示しており

ます。 

 



㈱イチケン（1847） 平成 20 年 3 月期中間決算短信 

- 4 - 

（2）財政状態に関する分析 

 

当中間連結会計期間末における資産の部は、前連結会計年度末に比べて 53 億 6 百万円減少し 388

億 1 千 4 百万円となりました。その主な内訳は、受取手形・完成工事未収入金が 26 億 8 千 9 百万円、

未成工事支出金等が 18 億 6 千 7 百万円それぞれ減少したことによるものです。 

負債の部は、前連結会計年度末に比べて 60 億 2 千 6 百万円減少し 315 億 9 百万円となりました。

その主な内訳は、支払手形・工事未払金が 16 億 9 千 8 百万円、未成工事受入金が 33 億 6 千万円、

長期借入金が 5 億 1 千 8 百万円それぞれ減少したことによるものです。 

純資産の部は、前連結会計年度末に比べて 7 億 2 千万円増加し 73 億 5 百万円となりました。その

主な内訳は、利益剰余金が 9 億 1 千 7 百万円増加し、その他有価証券評価差額金が 2 億 1 千万円減

少したことによるものです。 

 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、14 億 1 百万円の収支プラスとなりました。主なプラス要

因は税金等調整前中間純利益 8 億 9 千 9 百万円、売上債権の減少 26 億 9 千 7 百万円、未成工事支出

金の減少 18 億 6 千 6 百万円、主なマイナス要因は仕入債務の減少 16 億 9 千 8 百万円、未成工事受

入金の減少 33 億 6 千万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、6 千 9 百万円の収支マイナスとなりました。プラス要因は

有形固定資産の売却による収入 2 億 2 千 2 百万円、主なマイナス要因は定期預金の預入による支出 1

億 2 千万円、投資有価証券の取得による支出 1 億 2 千 8 百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、9 億 5 千 5 百万円の収支マイナスとなりました。主なプラ

ス要因は長期借入れによる収入 9 千 8 百万円、主なマイナス要因は長期借入金の返済による支出 6

億 9 千 9 百万円、配当金の支払額 2 億 4 千 7 百万円であります。 

この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、92 億 5 千 8 百万円となりました。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成 19 年 3 月期 平成 19 年 9 月中間期

自己資本比率 （％） 14.9 18.8 

時価ベースの自己資本比率 （％） 24.2 26.7 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 （年） 1.0 1.1 

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍） 28.0 24.4 

自己資本比率                    

時価ベースの自己資本比率 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 

：自己資本 ／ 総資産 

：株式時価総額 ／ 総資産 

：有利子負債 ／ キャッシュ・フロー 

（中間期については、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため 2 倍しております。） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー ／ 利払い 
 

（注 1）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注 2）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注 3）キャッシュ･フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注 4）有利子負債は連結（中間連結）貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

全ての負債を対象としております。 

（注 5）平成 18 年 9 月中間期より連結財務諸表を作成しておりますので、前期以降の指標を記載し

ております。 
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（3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

 

当社は、内部留保の充実を図りながら、着実に収益を確保できる経営体質の基盤構築に努めると

ともに、業績に裏づけられた配当を継続的に維持し、株主の皆様への利益配分を図ることを基本方

針としております。 

当期末の配当につきましては、上記方針に基づきまして 1 株当たり 7 円を予定しております。 

また、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、安定した財

務内容の堅持と競争力を保持するために有効な投資をしてまいりたいと思います。 

 

 

２．企業集団の状況 

 
当社グループは、当社及び子会社 1 社で構成され、建築・土木・内装仕上工事等の建設事業及び

不動産事業を主たる業務としております。 

関連当事者である㈱マルハンはその他の関係会社であります。 

 

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりでありま

す。 

 

（建設事業） 

当社は総合建設業を営んでおります。 

（不動産事業等） 

当社は不動産売買・賃貸事業等を営んでおり、子会社であるダイヤ建装㈱は不動産賃貸事業を

行っております。 

 

以上を事業系統図に示すと次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

不動産賃貸           工事の施工    不動産売買・賃貸他    工事の施工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※当社は子会社であるダイヤ建装株式会社を平成 19 年 10 月 1 日を期日として吸収合併し、当社の連結

子会社はなくなりました。（平成 19 年 8 月 27 日付け「連結子会社の吸収合併に関するお知らせ」にて

開示） 

 

得 意 先         

その他の関係会社 
 

㈱ マ ル ハ ン  
（サービス業）

当         社 

不動産事業 その他事業 

連結子会社 
ダ イ ヤ 建 装 ㈱         
（不動産業）       

建設事業 
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３．経営方針 

 

（1）会社の経営の基本方針 

 

当社グループは、「商業空間事業を通じ、快適で豊かな社会の実現をめざす」という経営理念のも

と、そこに暮らす人々がより豊かな暮らしを実現することが地域や社会の発展につながるものと考

えております。そこには生活文化を創りだす「場」としての機能だけではなく「地域社会のコミュ

ニティーセンター」としての機能も求められており、当社グループは、それらの機能を建築空間に

結実させることにより、地域社会の発展と快適で豊かな社会の実現に貢献したいと考えております。 

 

 

（2）目標とする経営指標 

 

自己資本の充実と財務体質の一層の強化を図り、資本効率の改善に努めてまいります。企画提案

型の受注及びコアビジネスである商業施設の受注比率を高め、安定した収益を確保することにより、

完成工事総利益率をはじめ経常利益率や自己資本利益率の向上を目指した経営を行ってまいります。 

 

 

（3）中長期的な会社の経営戦略 

 

公共投資の減少傾向が顕著となる中、建設市場の縮減傾向は今後も続くものと思われ、業界の再

編が進むことも予想されます。一方、高齢化社会の到来や環境意識の高まり等社会環境の変化によ

り、新たな市場の拡大が期待されますが、建設市場全体では縮小傾向にあり、価格競争や受注競争

は一層厳しくなるものと思われます。 

このような状況下におきまして、当社グループのコアビジネスである建設事業におきましては、

強みである商業施設の受注比率をさらに高め、「商業施設のイチケン」としてのイメージの定着化と

知名度の向上に努めてまいります。さらに商業施設の施工で培ったノウハウを水平展開し、スポー

ツ施設やアミューズメント施設等にも取り組んでまいります。また、安定した受注先確保のため多

店舗展開企業への営業も強化してまいります。 

そして、付加価値の高い企画提案型の営業をさらに推進し、商業施設のトータルコーディネイト

とコンサルティング機能の充実を図ってまいります。 

 

 

（4）会社の対処すべき課題 

 

当社グループとしましては、今後の成長に向けて、技術力や営業力のほか、人材の育成及び品質

等の更なる向上に取り組み、「商業施設のイチケン」として企業価値を高めてまいります。 

そのため、重点施策としまして、①企画提案型営業の拡大、②優良顧客の開拓、③完成工事総利

益率の改善、④購買力の向上等に取り組んでまいります。 

さらに、内部統制システムの整備・強化により、信頼される企業グループを目指す所存でありま

す。 
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４．中間連結財務諸表 

 

（1）中間連結貸借対照表 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 
 

(平成 18年 9月 30 日) (平成 19年 9月 30 日) (平成 19年 3月 31 日) 

区分 金額（百万円）
構成比

（％） 
金額（百万円）

構成比

（％） 
金額（百万円）

構成比

（％） 

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

 1 現金預金 5,065  9,258  8,882  

 2 受取手形・完成工事未収入金 11,274  14,653  17,343  

 3 販売用不動産 879  346  672  

 4 未成工事支出金等 9,254  6,090  7,957  

 5 その他 1,908  1,258  1,911  

 貸倒引当金 △ 247  △ 260  △ 269  

 流動資産合計 28,135 79.0 31,346 80.8 36,497 82.7 

Ⅱ 固定資産       

 1 有形固定資産       

 (1) 建物 1,787  1,694  1,741  

 (2) 土地 2,854  2,577  2,854  

 (3) その他 179  163  169  

 有形固定資産計 4,821  4,435  4,766  

 2 無形固定資産 61  67  57  

 3 投資その他の資産       

 (1) 投資有価証券 1,672  1,491  1,600  

 (2) その他 1,300  1,879  1,601  

 貸倒引当金 △ 392  △ 406  △ 401  

 投資その他の資産計 2,580  2,964  2,799  

 固定資産合計 7,463 21.0 7,467 19.2 7,623 17.3 

 資産合計 35,599 100.0 38,814 100.0 44,121 100.0 
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前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 
 

(平成 18年 9月 30 日) (平成 19年 9月 30 日) (平成 19年 3月 31 日) 

区分 金額（百万円）
構成比

（％） 
金額（百万円）

構成比

（％） 
金額（百万円）

構成比

（％） 

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

 1 支払手形・工事未払金 18,747  21,815  23,514  

 2 短期借入金 1,986  1,302  1,492  

 3 未払法人税等 23  30  29  

 4 未成工事受入金 3,320  3,643  7,003  

 5 引当金 514  639  546  

 6 その他 795  615  972  

 流動負債合計 25,388 71.3 28,046 72.3 33,559 76.1 

Ⅱ 固定負債       

 1 長期借入金 2,955  1,862  2,380  

 2 退職給付引当金 662  687  683  

 3 その他 992  912  912  

 固定負債合計 4,610 13.0 3,462 8.9 3,976 9.0 

 負債合計 29,999 84.3 31,509 81.2 37,536 85.1 

        

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

 1 資本金 4,282 12.0 4,289 11.1 4,288 9.7 

 2 資本剰余金 167 0.5 174 0.4 173 0.4 

 3 利益剰余金 516 1.4 2,131 5.5 1,214 2.7 

 4 自己株式 △ 10 △ 0.0 △ 13 △ 0.0 △ 11 △ 0.0 

 株主資本合計 4,957 13.9 6,582 17.0 5,665 12.8 

Ⅱ 評価・換算差額等       

 その他有価証券評価差額金 642 1.8 702 1.8 912 2.1 

 評価・換算差額等合計 642 1.8 702 1.8 912 2.1 

Ⅲ 新株予約権 ― 0.0 20 0.0 7 0.0 

 純資産合計 5,599 15.7 7,305 18.8 6,585 14.9 

 負債純資産合計 35,599 100.0 38,814 100.0 44,121 100.0 
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（2）中間連結損益計算書 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 

 

至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日）

区分 金額（百万円）
百分比

（％） 
金額（百万円）

百分比

（％） 
金額（百万円）

百分比

（％） 

Ⅰ 売上高       

 1 完成工事高 26,968  37,691  64,689  

 2 不動産事業売上高 436  410  986  

 売上高計 27,405 100.0 38,101 100.0 65,676 100.0 

Ⅱ 売上原価       

 1 完成工事原価 25,466  35,417  61,414  

 2 不動産事業売上原価 348  358  878  

 売上原価計 25,815 94.2 35,776 93.9 62,293 94.8 

 売上総利益       

 1 完成工事総利益 1,501  2,274  3,275  

 2 不動産事業総利益 87  51  107  

 売上総利益計 1,589 5.8 2,325 6.1 3,383 5.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 940 3.4 983 2.6 1,806 2.8 

 営業利益 649 2.4 1,342 3.5 1,577 2.4 

Ⅳ 営業外収益       

 1 受取利息 0  4  3  

 2 その他 18  15  28  

 営業外収益計 18 0.0 20 0.1 31 0.0 

Ⅴ 営業外費用       

 1 支払利息 80  54  148  

 2 その他 28  12  38  

 営業外費用計 108 0.4 66 0.2 187 0.2 

 経常利益 559 2.0 1,295 3.4 1,421 2.2 

Ⅵ 特別利益       

 1 固定資産売却益 150  ―  150  

 2 貸倒引当金戻入益 68  10  20  

 3 その他 28  ―  28  

 特別利益計 247 0.9 10 0.0 198 0.3 

Ⅶ 特別損失       

 1 固定資産売却損 ―  72  0  

 2 訴訟解決諸費用 42  22  42  

 3 販売用不動産評価損 ―  305  ―  

 4 その他 1  6  10  

 特別損失計 43 0.1 407 1.0 52 0.1 

 税金等調整前中間（当期）純利益 763 2.8 899 2.4 1,566 2.4 

 法人税、住民税及び事業税 5 0.0 10 0.0 14 0.0 

 法人税等調整額 △ 39 △ 0.1 △ 278 △ 0.7 58 0.1 

 中間（当期）純利益 796 2.9 1,167 3.1 1,494 2.3 
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（3）中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日  至 平成 18 年 9 月 30 日）      （単位 百万円） 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18年 3月 31 日残高 4,277 1,815 △ 1,653 △ 8 4,431 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 5 5   10 

資本剰余金の減少（欠損填補）(注)  △ 1,653 1,653  ― 

連結子会社増加に伴う減少高   △ 280  △ 280 

中間純利益   796  796 

自己株式の取得    △ 1 △ 1 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
     

中間連結会計期間中の変動額合計 5 △ 1,647 2,169 △ 1 525 

平成 18年 9月 30 日残高 4,282 167 516 △ 10 4,957 

 

 

（単位 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計  

平成 18年 3月 31 日残高 703 703 5,135  

中間連結会計期間中の変動額     

新株の発行   10  

資本剰余金の減少（欠損填補）(注)   ―  

連結子会社増加に伴う減少高   △ 280  

中間純利益   796  

自己株式の取得   △ 1  

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△ 61 △ 61 △ 61  

中間連結会計期間中の変動額合計 △ 61 △ 61 464  

平成 18年 9月 30 日残高 642 642 5,599  

（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における損失処理項目であります。 
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当中間連結会計期間（自 平成 19 年 4 月 1 日  至 平成 19 年 9 月 30 日）      （単位 百万円） 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 19年 3月 31 日残高 4,288 173 1,214 △ 11 5,665 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 1 1   2 

剰余金の配当   △ 250  △ 250 

中間純利益   1,167  1,167 

自己株式の取得    △ 2 △ 2 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
     

中間連結会計期間中の変動額合計 1 1 917 △ 2 917 

平成 19年 9月 30 日残高 4,289 174 2,131 △ 13 6,582 

 

 

（単位 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

新株予約権 純資産合計 

平成 19年 3月 31 日残高 912 912 7 6,585 

中間連結会計期間中の変動額     

新株の発行    2 

剰余金の配当    △ 250 

中間純利益    1,167 

自己株式の取得     △ 2 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△ 210 △ 210 13 △ 197 

中間連結会計期間中の変動額合計 △ 210 △ 210 13 720 

平成 19年 9月 30 日残高 702 702 20 7,305 
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成 18 年 4 月 1 日  至 平成 19 年 3 月 31 日）    

（単位 百万円） 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18年 3月 31 日残高 4,277 1,815 △ 1,653 △ 8 4,431 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 11 11   22 

資本剰余金の減少（欠損填補）(注)  △ 1,653 1,653  ― 

連結子会社増加に伴う減少高   △ 280  △ 280 

当期純利益   1,494  1,494 

自己株式の取得    △ 2 △ 2 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
     

連結会計年度中の変動額合計 11 △ 1,642 2,867 △ 2 1,233 

平成 19年 3月 31 日残高 4,288 173 1,214 △ 11 5,665 

 

 

（単位 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

新株予約権 純資産合計 

平成 18年 3月 31 日残高 703 703 ― 5,135 

連結会計年度中の変動額     

新株の発行    22 

資本剰余金の減少（欠損填補）(注)    ― 

連結子会社増加に伴う減少高    △ 280 

当期純利益    1,494 

自己株式の取得    △ 2 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
208 208 7 216 

連結会計年度中の変動額合計 208 208 7 1,450 

平成 19年 3月 31 日残高 912 912 7 6,585 

（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における損失処理項目であります。 
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（4）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

（自 平成 18 年 4 月 1 日 （自 平成 19 年 4 月 1 日 （自 平成 18 年 4 月 1 日
 

至 平成 18 年 9 月 30 日） 至 平成 19 年 9 月 30 日） 至 平成 19 年 3 月 31 日）

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間（当期）純利益・損失（△） 763 899 1,566 

減価償却費 67 64 129 

貸倒引当金の増加・減少（△）額 △ 103 △ 17 △ 62 

完成工事補償引当金の増加・減少（△）額 △ 43 17 △ 39 

工事損失引当金の増加・減少（△）額 △ 5 75 △ 11 

賞与引当金の増加・減少（△）額 49 0 82 

退職給付引当金の増加・減少（△）額 108 3 128 

受取利息及び受取配当金 △ 7 △ 13 △ 14 

支払利息 80 54 148 

固定資産売却損・益（△） △ 150 72 △ 149 

販売用不動産評価損 ― 326 ― 

売上債権の減少・増加（△）額 1,926 2,697 △ 4,155 

販売用不動産の減少・増加（△）額 ― ― 207 

未成工事支出金の減少・増加（△）額 △ 3,341 1,866 △ 2,044 

未収消費税等の減少・増加（△）額 △ 258 ― ― 

仕入債務の増加・減少（△）額 109 △ 1,698 4,877 

未払消費税等の増加･減少（△）額 △ 263 123 △ 244 

未成工事受入金の増加・減少（△）額 119 △ 3,360 3,802 

その他 △ 9 352 △ 203 

小     計 △ 959 1,463 4,017 

利息及び配当金の受取額 7 12 14 

利息の支払額 △ 70 △ 57 △ 137 

法人税等の支払額 △ 16 △ 17 △ 32 

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,038 1,401 3,862 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 ― △ 120 ― 

有形固定資産の取得による支出 △ 8 △ 25 △ 12 

有形固定資産の売却による収入 1,818 222 1,818 

無形固定資産の取得による支出 △ 15 △ 14 △ 15 

投資有価証券の取得による支出 △ 33 △ 128 △ 53 

その他 1 △ 3 0 

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,763 △ 69 1,738 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加・減少（△）額 △ 1,646 △ 106 △ 2,106 

長期借入れによる収入 300 98 300 

長期借入金の返済による支出 △ 645 △ 699 △ 1,254 

株式の発行による収入 10 2 22 

自己株式の取得による支出 △ 1 △ 2 △ 2 

配当金の支払額 ― △ 247 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,982 △ 955 △ 3,040 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △ 1,256 376 2,559 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,292 8,882 6,292 

Ⅶ 連結範囲の変更による現金及び現金同等物の増加額 30 ― 30 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 5,065 9,258 8,882 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 （自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 

 至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日） 

１．連結の範囲に関

する事項 

 

すべての子会社（1社）を連結

しております。 

連結子会社名 ダイヤ建装㈱ 

 

なお、ダイヤ建装㈱について

は、重要性が増加したことから当

中間連結会計期間より連結の範

囲に含めております。 

 

すべての子会社（1社）を連結

しております。 

連結子会社名 ダイヤ建装㈱ 

 

すべての子会社（1社）を連結

しております。 

連結子会社名 ダイヤ建装㈱ 

 

なお、ダイヤ建装㈱について

は、重要性が増加したことから当

連結会計年度より連結の範囲に

含めております。 

 

２．会計処理基準に

関する事項 

 

 

 

 

 

 

(1)重要な資産の

評価基準及び

評価方法 

 

たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

 

（会計方針の変更） 

「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第 9 号

平成 18 年 7 月 5 日）が平成 20

年 3月 31 日以前に開始する連結

会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用できることになったこと

に伴い、当中間連結会計期間より

同会計基準を適用しております。

これにより営業利益及び経常

利益がそれぞれ 21 百万円減少

し、税金等調整前中間純利益が

192 百万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える

影響は（セグメント情報）に記載

しております。 

 

たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

(2)重要な減価償

却資産の減価

償却の方法 

 

有形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

 

有形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

 

有形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 （自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 

 至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律 平成 19

年 3月 30 日 法律第 6号）及び

（法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成 19 年 3 月 30 日

政令 83 号））に伴い、平成 19年

4月1日以降に取得したものにつ

いては、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更してお

ります。 

これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える

影響は（セグメント情報）に記載

しております。 

 

（追加情報） 

なお、平成 19年 3月 31 日以前

に取得したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了した

翌年から 5 年間で均等償却する

方法によっております。 

これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える

影響は（セグメント情報）に記載

しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)重要な引当金

の計上基準 

 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異は、

15 年による均等額を費用処理し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10 年）による定額

法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10 年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発

生していると認められる額を計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異は、

15 年による均等額を費用処理し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10 年）による定額

法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10 年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異は、

15 年による均等額を費用処理し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10 年）による定額

法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10 年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 （自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 

 至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日） 

 （追加情報） 

当社の退職給付制度は、適格退

職年金制度及び退職一時金制度

並びに確定拠出年金制度を設け

ております。 

当社は、確定拠出年金法の施行

に伴い、適格退職年金制度を廃止

し、平成 18 年 4 月 1 日より確定

拠出年金制度及び退職一時金制

度へ移行し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」(企業

会計基準適用指針第 1 号 平成

14 年 1 月 31 日)を適用しており

ます。本移行に伴う影響額は、特

別利益として 28 百万円計上して

おります。 

 

 （追加情報） 

当社の退職給付制度は、適格退

職年金制度及び退職一時金制度

並びに確定拠出年金制度を設け

ております。 

当社は、確定拠出年金法の施行

に伴い、適格退職年金制度を廃止

し、平成 18 年 4 月 1 日より確定

拠出年金制度及び退職一時金制

度へ移行し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」(企業

会計基準適用指針第 1 号 平成

14 年 1 月 31 日)を適用しており

ます。本移行に伴う影響額は、特

別利益として 28 百万円計上して

おります。 

 

(4)完成工事高の

計上基準 
 

完成工事高の計上は、工事完成

基準によっておりますが、長期大

型（工期 1年以上、かつ、請負金

額 5 億円以上）の工事について

は、工事進行基準によっておりま

す。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は、6,682 百万円であり

ます。 

 

完成工事高の計上は、工事完成

基準によっておりますが、長期大

型（工期 1年以上、かつ、請負金

額 5 億円以上）の工事について

は、工事進行基準によっておりま

す。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は、6,505 百万円であり

ます。 

 

完成工事高の計上は、工事完成

基準によっておりますが、長期大

型（工期 1年以上、かつ、請負金

額 5 億円以上）の工事について

は、工事進行基準によっておりま

す。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は、15,048 百万円であ

ります。 

 
なお、上記連結の範囲に関する事項及び会計処理基準に関する事項以外は、直近の半期報告書（平成

18 年 12 月 15 日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

（平成 18年 9月 30 日） （平成 19年 9月 30 日） （平成 19年 3月 31 日） 

1 有形固定資産の減価償却累計額は、

2,123 百万円であります。 

 

1 有形固定資産の減価償却累計額は、

2,211 百万円であります。 

 

1 有形固定資産の減価償却累計額は、

2,173 百万円であります。 

 

下記の資産は、長期借入金 981 百万

円及び短期借入金（長期借入金よりの

振替分を含む）1,485 百万円の担保に

供しております。 

下記の資産は、長期借入金 1,365 百

万円及び短期借入金（長期借入金より

の振替分を含む）918 百万円の担保に

供しております。 

2 下記の資産は、長期借入金 1,434

百万円及び短期借入金（長期借入金よ

りの振替分を含む）1,025 百万円の担

保に供しております。 

販売用不動産 

建    物 

土    地 

投資有価証券 

461 百万円

1,481      

2,293      

31      

販売用不動産 

建    物 

土    地 

投資有価証券 

223 百万円 

1,199       

1,661       

24       

販売用不動産 

建    物 

土    地 

投資有価証券 

461 百万円

1,443      

2,293      

27      

2 

  計 

 

4,267      

2

  計 

 

3,108       

 

  計 

 

4,226      

偶発債務 

分譲マンション手付金の前金保証

に対して、連帯保証を行っておりま

す。 

偶発債務 

分譲マンション手付金の前金保証

に対して、連帯保証を行っておりま

す。 

3 偶発債務 

分譲マンション手付金の前金保証

に対して、連帯保証を行っておりま

す。 

㈱大京 

㈱ジョイント・コーポ

レーション 

252 百万円 

 

30       

3 

㈱創生 

日本綜合地所㈱ 

㈱モリモト 

その他 3社 

128 百万円

97      

88      

114        計 282       

㈱大京 

㈱ジョイント・コーポ

レーション 

その他 2 社 

244 百万円

71      

28      

     計 

 

429      

3

 

 

 

 

     計 

 

343      

4 受取手形割引高 620 百万円 4 受取手形割引高 500 百万円 

 

 4 受取手形割引高 200 百万円

5 

 

 

 

(1)短期借入金 492 百万円及び長期借

入金 1,214 百万円については、以下の

財務制限条項が付されております。 

①各事業年度の末日における単体の

貸借対照表の有利子負債（受取手形割

引高を含む。）の合計が当該事業年度

を含む過去 3 事業年度の単体の損益

計算書の営業利益と減価償却費の平

均を 10 倍した金額を上回らないこ

と。 

②直近事業年度における単体の損益

計算書の経常利益が 2 期連続で損失

とならないこと。 

 

(2)貸出コミットメント契約には以下

の財務制限条項が付されております。

①各事業年度の末日における単体の

貸借対照表の自己資本の合計金額を

直前の事業年度の末日における単体

の貸借対照表の自己資本の合計金額

の 75％以上に維持すること。 

②各事業年度における単体の損益計

算書の経常利益が損失とならないこ

と。 

 

5 (1)短期借入金 492 百万円及び長期借

入金 721 百万円については、以下の財

務制限条項が付されております。 

①各事業年度の末日における単体の

貸借対照表の有利子負債（受取手形割

引高を含む。）の合計が当該事業年度

を含む過去 3 事業年度の単体の損益

計算書の営業利益と減価償却費の平

均を 10 倍した金額を上回らないこ

と。 

②直近事業年度における単体の損益

計算書の経常利益が 2 期連続で損失

とならないこと。 

 

(2)貸出コミットメント契約には以下

の財務制限条項が付されております。 

①各事業年度の末日における単体の

貸借対照表の自己資本の合計金額を

直前の事業年度の末日における単体

の貸借対照表の自己資本の合計金額

の 75％以上に維持すること。 

②各事業年度における単体の損益計

算書の経常利益が損失とならないこ

と。 

 

5 (1)短期借入金 492 百万円及び長期借

入金 968 百万円については、以下の財

務制限条項が付されております。 

①各事業年度の末日における単体の

貸借対照表の有利子負債（受取手形割

引高を含む。）の合計が当該事業年度

を含む過去 3 事業年度の単体の損益

計算書の営業利益と減価償却費の平

均を 10 倍した金額を上回らないこ

と。 

②直近事業年度における単体の損益

計算書の経常利益が 2 期連続で損失

とならないこと。 

 

(2)貸出コミットメント契約には以下

の財務制限条項が付されております。

①各事業年度の末日における単体の

貸借対照表の自己資本の合計金額を

直前の事業年度の末日における単体

の貸借対照表の自己資本の合計金額

の 75％以上に維持すること。 

②各事業年度における単体の損益計

算書の経常利益が損失とならないこ

と。 
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前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

(平成 18年 9月 30 日) (平成 19年 9月 30 日) (平成 19年 3月 31 日) 

貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行 3 行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。 

当中間連結会計期間末における貸

出コミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

 

貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行 3 行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。 

当中間連結会計期間末における貸

出コミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

 

貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行 3 行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。 

当連結会計年度末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。 

貸出コミットメン

トの総額 

借入実行残高 

2,000 百万円

―      

貸出コミットメン

トの総額 

借入実行残高 

 

2,000 百万円 

―       

 

 

貸出コミットメン

トの総額 

借入実行残高 

2,000 百万円

―      

差引額 2,000      差引額 2,000        差引額 2,000   

6 

なお、コミットメント契約について

は、財務制限条項が付されておりま

す。 

 

6

なお、コミットメント契約について

は、財務制限条項が付されておりま

す。 

 

6

なお、コミットメント契約について

は、財務制限条項が付されておりま

す。 

 

7 中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日をも

って決済処理しております。 

なお、当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の満

期手形が中間連結会計期間末日残高

に含まれております。 

7 中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日をも

って決済処理しております。 

なお、当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の満

期手形が中間連結会計期間末日残高

に含まれております。 

7 連結会計年度末日満期手形 

当連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形

が当連結会計年度末残高に含まれて

おります。 

 受取手形 

支払手形 

 

571 百万円

16百万円

受取手形 

支払手形 

644 百万円 

74 百万円 

 

 

 

受取手形 

支払手形 

499 百万円

25百万円

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 

至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日） 

1 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

1 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。            

1 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

 従業員給与手当 

賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

貸倒引当金繰入額 

 

317 百万円

71百万円

16百万円

93百万円

従業員給与手当 

賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

貸倒引当金繰入額 

 

348 百万円 

83 百万円 

19 百万円 

16 百万円 

 

 

 

 

 

 

従業員給与手当 

賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

貸倒引当金繰入額 

 

695 百万円

81百万円

34百万円

89百万円

2 固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

2 ― 2 固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

  土地 

建物 

75 百万円

75百万円

土地 

建物 

75 百万円

75百万円

  計 150 百万円

   

計 150 百万円

3 ― 3 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

3 ― 

 土地 

その他（車両運搬具）

72百万円 

0百万円 

 

  

  

計 

 

72 百万円 

 

 

 

 

中間期末たな卸高は収益性の低下に

伴う簿価切下げ後の金額であり、次の

販売用不動産評価損が不動産事業売

上原価に含まれております。 

4 ― 4

21 百万円 

 

4 ― 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日  至 平成 18 年 9 月 30 日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末株

式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（千株）

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式（注）1 35,707 67 ― 35,774 

合計 35,707 67 ― 35,774 

自己株式     

普通株式（注）2 53 5 ― 58 

合計 53 5 ― 58 

（注）1.発行済株式総数（普通株式）の増加 67 千株は、新株予約権の行使による増加であります。 

2.自己株式の株式数（普通株式）の増加 5 千株は、単元未満株式の買取りによる増加でありま

す。 

 

 

当中間連結会計期間（自 平成 19 年 4 月 1 日  至 平成 19 年 9 月 30 日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末株

式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（千株）

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式（注）1 35,840 12 ― 35,852 

合計 35,840 12 ― 35,852 

自己株式     

普通株式（注）2 61 7 ― 69 

合計 61 7 ― 69 

（注）1.発行済株式総数（普通株式）の増加 12 千株は、新株予約権の行使による増加であります。 

2.自己株式の株式数（普通株式）の増加 7 千株は、単元未満株式の買取りによる増加でありま

す。 

 

2.新株予約権に関する事項 

目的となる株式の数（千株） 

区分 内訳 
目的となる株

式の種類 前連結会計

年度末 

当中間連結

会計期間増

加 

当連中間結

会計期間減

少 

当中間連結

会計期間末

当中間連

結会計期

間末残高

（百万円）

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプシ

ョンとしての新株

予約権 

― ― ― ― ― 20 

合計 ― ― ― ― ― 20 
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3.配当に関する事項 

配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成 19年 6月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 250 7.00 平成 19年 3月 31 日 平成 19年 6月 29 日

 

 

前連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1 日  至 平成 19 年 3 月 31 日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末株

式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株） 

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末株

式数（千株） 

発行済株式     

普通株式（注）1 35,707 133 ― 35,840 

合計 35,707 133 ― 35,840 

自己株式     

普通株式（注）2 53 8 ― 61 

合計 53 8 ― 61 

（注）1.発行済株式総数（普通株式）の増加 133 千株は、新株予約権の行使による増加であります。 

2.自己株式の株式数（普通株式）の増加 8 千株は、単元未満株式の買取りによる増加でありま

す。 

 

2.新株予約権に関する事項 

目的となる株式の数（千株） 

区分 内訳 
目的となる株

式の種類 前連結会計

年度末 

当連結会計

年度増加 

当連結会計

年度減少 

当連結会計

年度末 

当連結会計

年度末残高

（百万円）

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプシ

ョンとしての新株

予約権 

― ― ― ― ― 7 

合計 ― ― ― ― ― 7 

 

3.配当に関する事項 

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 19年 6月 28日 

定時株主総会 
普通株式 250 利益剰余金 7.00 平成 19年 3月 31 日 平成 19年 6月 29 日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 

至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日） 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成 18 年 9 月 30 日現在）

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成 19 年 9 月 30 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成 19 年 3 月 31 日現在）

 現 金 預 金 勘 定 5,065 百万円 現 金 預 金 勘 定 9,258 百万円  現 金 預 金 勘 定 8,882 百万円

 現金及び現金同等物 5,065     現金及び現金同等物 9,258      現金及び現金同等物 8,882    
       

 

 

（有価証券関係） 

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの                      （単位 百万円） 

前中間連結会計期間末 

(平成 18 年 9 月 30 日) 

当中間連結会計期間末 

(平成 19 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度末 

(平成 19 年 3 月 31 日) 

種 類 中間連結 

貸借対照 

表計上額 

 

時 価

 

 

差 額

 

中間連結

貸借対照

表計上額

 

時 価 

 

 

差 額

 

連結貸借

対 照 表

計 上 額

 

時 価

 

 

差 額

 

社 債 100 100 △ 0 100 100 △ 0 100 100 △ 0

合 計 100 100 △ 0 100 100 △ 0 100 100 △ 0

 

2.その他有価証券で時価のあるもの                        （単位 百万円） 

前中間連結会計期間末 

(平成 18 年 9 月 30 日) 

当中間連結会計期間末 

(平成 19 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度末 

(平成 19 年 3 月 31 日) 

種 類  

取得原価 

 

中間連結

貸借対照

表計上額

 

差 額

 

 

取得原価

 

中間連結 

貸借対照 

表計上額 

 

差 額

 

 

取得原価

 

連結貸借

対 照 表

計 上 額

 

差 額

 

株 式 336 1,425 1,089 464 1,224 760 336 1,333 997

合 計 336 1,425 1,089 464 1,224 760 336 1,333 997

（注）取得原価は減損処理後の金額を記載しております。 

 

3.時価評価されていない主な有価証券の内容及び（中間）連結貸借対照表計上額    （単位 百万円） 

内   容 
前中間連結会計期間末 

(平成 18 年 9 月 30 日) 

当中間連結会計期間末

(平成 19 年 9 月 30 日)

前連結会計年度末 

(平成 19 年 3 月 31 日)

その他有価証券    

非上場株式    45 45 45 

投資事業有限責任組合及び 

これに類する組合への出資 
   100 100 100 

社債 ― 20 20 
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（セグメント情報） 

a. 事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日  至 平成 18 年 9 月 30 日）         （単位 百万円） 

 建設事業 不動産事業等 計 消去又は全社 連結 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 26,968 436  27,405 ― 27,405

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ―  ― （ ― ） ―

計 26,968 436  27,405 （ ― ） 27,405

営業費用 25,988 364  26,353 402 26,755

営業利益 979 71  1,051 （ 402 ） 649

 

 

当中間連結会計期間（自 平成 19 年 4 月 1 日  至 平成 19 年 9 月 30 日）         （単位 百万円） 

 建設事業 不動産事業等 計 消去又は全社 連結 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 37,691 410  38,101 ― 38,101

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ―  ― （ ― ） ―

計 37,691 410  38,101 （ ― ） 38,101

営業費用 35,943 374  36,318 441 36,759

営業利益 1,747 35  1,783 （ 441 ） 1,342

 

 

前連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1 日  至 平成 19 年 3 月 31 日）          （単位 百万円） 

 建設事業 不動産事業等 計 消去又は全社 連結 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 64,689 986  65,676 ― 65,676

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ―  ― （ ― ） ―

計 64,689 986  65,676 （ ― ） 65,676

営業費用 62,371 907  63,279 819 64,099

営業利益 2,317 79  2,396 （ 819 ） 1,577

（注）1.事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

2.各区分に属する主要な事業の内容 

建 設 事 業：建築・土木その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業等：不動産の売買・賃貸その他不動産に関する事業等 

3.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用      （単位 百万円） 

 前中間連結

会 計 期 間

当中間連結

会 計 期 間

前 連 結 

会 計 年 度 
主な内容 

消去又は全社の項目に含

めた配賦不能営業費用の

金額 

402 441 819 提出会社本社の管理部門等に係る費用
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4. 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ２．会計処理基準に関する事項 (1)

重要な資産の評価基準及び評価方法（会計方針の変更）」に記載のとおり、当中間連結会計期間

から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9 号 平成 18 年 7 月 5 日）を適用し

ております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、「不動産事業等」において、営

業費用が 21 百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

なお、前中間連結会計期間（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 18 年 9 月 30 日）及び前連結会計

年度（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日）において、該当事項がないため記載して

おりません。 

5.  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ２．会計処理基準に関する事項 （2）

重要な減価償却資産の減価償却の方法 有形固定資産（会計方針の変更）」に記載のとおり、当

中間連結会計期間から、平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したものについては、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

また、（追加情報）に記載のとおり、当中間連結会計期間から、平成 19 年 3 月 31 日以前に取

得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から 5 年間で均等償却する方法

によっております。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

なお、前中間連結会計期間（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 18 年 9 月 30 日）及び前連結会計

年度（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日）において、該当事項がないため記載して

おりません。 

 

 

b. 所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 18 年 9 月 30 日）、当中間連結会計期間（自平成

19 年 4 月 1 日 至平成 19 年 9 月 30 日）及び前連結会計年度（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月

31 日）において、在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

 

 

c. 海外売上高 

前中間連結会計期間（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 18 年 9 月 30 日）、当中間連結会計期間（自平成

19 年 4 月 1 日 至平成 19 年 9 月 30 日）及び前連結会計年度（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月

31 日）において、海外売上高がないため、記載しておりません。 
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（1 株当たり情報） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 

至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日） 

１株当たり純資産額 156.79 円 １株当たり純資産額 203.58 円  １株当たり純資産額 183.85 円 

１株当たり中間純利益 22.32 円 １株当たり中間純利益 32.64 円  １株当たり当期純利益 41.83 円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
22.23 円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
32.46 円  

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
41.65 円 

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 （自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日

 至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日）

1株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（百万円） 796  1,167  1,494  

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―  ―  ―  

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
796  1,167  1,494  

普通株式の期中平均株式数（千株） 35,701  35,782  35,725  

    

潜在株式調整後 

1株当たり中間（当期）純利益 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） ―  ―  ―  

普通株式増加数（千株） 151  192  155  

（うち新株予約権）（千株） （ 151 ） （ 192 ） （ 155 ）
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 

至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日） 

― 

 

当社と当社の連結子会社のダイヤ建

装株式会社は、平成 19年 8月 27 開催の

当社取締役会におきまして、平成 19 年

10 月 1 日を期日として吸収合併の手続

きにより合併することを決議いたしま

した。 

 

1 目的 

グループ全体の経営資源の集中と

経営の効率化を図る。 

2 合併する相手 

ダイヤ建装株式会社 

3 合併の方法 

当社を存続会社とする吸収合併方

式でダイヤ建装株式会社は解散す

る。 

4 合併消滅会社の概要 

（平成 19年 2月 28 日現在） 

（1）事業内容 

不動産の賃貸に関する事業等 

（2）本店所在地 

東京都台東区北上野二丁目 23 番 5

号 

（3）純資産 

336 百万円 

（4）総資産 

360 百万円 

（5）株主及び持株比率 

株式会社イチケン 100％ 

5 合併の時期 

平成 19年 10 月 1日 

 

平成19年6月28日開催の定時株主総

会において、会社法第 361 条第 1項及び

定款の規定に基づき、平成 19年 6月 28

日における一部の取締役に対して、株式

報酬型ストック・オプションを付与する

ことを決議いたしました。 

 

 

（その他） 

過去に施工した建築工事（平成 2 年 3 月竣工、共同企業体構成員としての当社持分 工事価格 6 億 8

百万円）の瑕疵を理由として、当該工事の発注者から中央建設工事紛争審査会に仲裁の申立てを受けて

おります。なお、現時点では仲裁の結果を予測することは出来ません。 

 

 

（開示の省略） 

リース取引、ストック・オプション等に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要

性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

なお、デリバティブ取引については、該当事項はありません。
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５．中間個別財務諸表 

 

(1)中間貸借対照表 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

 

(平成 18年 9月 30 日) (平成 19年 9月 30 日) （平成 19年 3月 31 日） 

区分 金額（百万円）
構成比 

（％） 
金額（百万円）

構成比 

（％） 
金額（百万円）

構成比 

（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

 1 現金預金 5,030 9,226 8,840  

 2 受取手形 1,766 6,218 8,440  

 3 完成工事未収入金 9,479 8,419 8,883  

 4 販売用不動産 879 346 672  

 5 未成工事支出金等 9,254 6,090 7,957  

 6 その他 1,903 1,253 1,907  

 貸倒引当金 △ 219 △ 253 △ 262  

 流動資産合計 28,095 79.5 31,300 81.2 36,439 83.1

Ⅱ 固定資産    

 1 有形固定資産    

 (1) 建物 1,590 1,503 1,547 

 (2) 土地 2,499 2,222 2,499 

 (3) その他 144 132 136 

 有形固定資産計 4,233 3,858 4,183 

 2 無形固定資産 61 67 57 

 3 投資その他の資産    

 (1) 投資有価証券 2,049 1,868 1,977 

 (2) その他 1,285 1,865 1,585 

 貸倒引当金 △ 392 △ 406 △ 401 

 投資その他の資産計 2,942 3,327 3,161 

 固定資産合計 7,237 20.5 7,253 18.8 7,403 16.9

 資産合計 35,333 100.0 38,554 100.0 43,842 100.0
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前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

 

(平成 18年 9月 30 日) (平成 19年 9月 30 日) （平成 19年 3月 31 日） 

区分 金額（百万円）
構成比 

（％） 
金額（百万円）

構成比 

（％） 
金額（百万円）

構成比 

（％） 

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

 1 支払手形 8,854  12,892  12,169  

 2 工事未払金 9,892  8,923  11,344  

 3 短期借入金 1,980  1,302  1,485  

 4 未払法人税等 23  30  29  

 5 未成工事受入金 3,320  3,643  7,003  

 6 引当金 514  639  546  

 7 その他 795  615  972  

 流動負債合計 25,382 71.9 28,046 72.8 33,552 76.5 

Ⅱ 固定負債       

 1 長期借入金 2,939  1,862  2,368  

 2 退職給付引当金 662  687  683  

 3 長期未払金 68  67  68  

 4 長期預り金 737  712  711  

 5 その他 54  ―  ―  

 固定負債合計 4,462 12.6 3,329 8.6 3,831 8.8 

 負債合計 29,844 84.5 31,376 81.4 37,384 85.3 

        

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

 1 資本金 4,282 12.1 4,289 11.1 4,288 9.8 

 2 資本剰余金       

 資本準備金 167  174  173  

 資本剰余金合計 167 0.5 174 0.4 173 0.4 

 3 利益剰余金       

 (1) 利益準備金 ―  25  ―  

 (2) その他利益剰余金       

 繰越利益剰余金 405  1,978  1,087  

 利益剰余金合計 405 1.1 2,004 5.2 1,087 2.4 

 4 自己株式 △ 10 △ 0.0 △ 13 △ 0.0 △ 11 △ 0.0 

 株主資本合計 4,845 13.7 6,455 16.7 5,538 12.6 

Ⅱ 評価・換算差額等       

 その他有価証券評価差額金 642  702  912  

 評価・換算差額等合計 642 1.8 702 1.8 912 2.1 

Ⅲ 新株予約権 ― 0.0 20 0.1 7 0.0 

 純資産合計 5,488 15.5 7,178 18.6 6,458 14.7 

 負債純資産合計 35,333 100.0 38,554 100.0 43,842 100.0 
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（2）中間損益計算書 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 

 

至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日）

区分 金額（百万円）
百分比 

（％） 
金額（百万円）

百分比 

（％） 
金額（百万円）

百分比 

（％） 

     

Ⅰ 売上高     

 1 完成工事高 26,968  37,691  64,689 

 2 不動産事業売上高 424  397  961 

 売上高計 27,392 100.0 38,088 100.0 65,651 100.0 

Ⅱ 売上原価       

 1 完成工事原価 25,466  35,417  61,414  

 2 不動産事業売上原価 339  349  861  

 売上原価計 25,806 94.2 35,767 93.9 62,276 94.9 

 売上総利益       

 1 完成工事総利益 1,501  2,274  3,275  

 2 不動産事業総利益 84  47  99  

 売上総利益計 1,586 5.8 2,321 6.1 3,375 5.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 913 3.3 979 2.6 1,790 2.7 

 営業利益 672 2.5 1,342 3.5 1,584 2.4 

Ⅳ 営業外収益       

 1 受取利息 0  4  3  

 2 その他 18  14  28  

 営業外収益計 18 0.0 19 0.1 31 0.0 

Ⅴ 営業外費用       

 1 支払利息 79  54  148  

 2 その他 28  12  38  

 営業外費用計 108 0.4 66 0.2 186 0.3 

 経常利益 583 2.1 1,294 3.4 1,429 2.1 

Ⅵ 特別利益 247 0.9 10 0.0 198 0.3 

Ⅶ 特別損失 457 1.6 407 1.0 466 0.7 

 税引前中間（当期）純利益 373 1.4 897 2.4 1,161 1.7 

 法人税、住民税及び事業税 5 0.0 10 0.0 14 0.0 

 法人税等調整額 △ 37 △ 0.1 △ 279 △ 0.7 60 0.1 

 中間（当期）純利益 405 1.5 1,167 3.1 1,087 1.6 
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(3)中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日  至 平成 18 年 9 月 30 日）        （単位 百万円）  

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他 

利益剰余金
 

資本金 
資本準備金

その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己株式 
株主資本

合計 

平成 18年 3月 31 日残高 4,277 1,096 719 1,815 △ 1,653 △ 1,653 △ 8 4,431

中間会計期間中の変動額  

新株の発行 5 5 5 ― 10

資本剰余金の減少（欠

損填補）（注） 
△ 933 △ 719 △ 1,653 1,653 1,653 ―

中間純利益 ― 405 405 405

自己株式の取得 ― ― △ 1 △ 1

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

 

中間会計期間中の変動額

合計 
5 △ 928 △ 719 △ 1,647 2,058 2,058 △ 1 414

平成 18年 9月 30 日残高 4,282 167 ― 167 405 405 △ 10 4,845

 

 

（単位 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計  

平成 18年 3月 31 日残高 703 703 5,135 

中間会計期間中の変動額  

新株の発行 10 

資本剰余金の減少（欠

損填補）（注） 
― 

中間純利益 405 

自己株式の取得 △ 1 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△ 61 △ 61 △ 61 

中間会計期間中の変動額

合計 
△ 61 △ 61 353 

平成 18年 9月 30 日残高 642 642 5,488 

（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における損失処理項目であります。 
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当中間会計期間（自 平成 19 年 4 月 1 日  至 平成 19 年 9 月 30 日）        （単位 百万円）  

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他 

利益剰余金
 

資本金 
資本準備金

資本剰余金

合計 
利益準備金 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己株式 
株主資本

合計 

平成 19年 3月 31 日残高 4,288 173 173 ― 1,087 1,087 △ 11 5,538

中間会計期間中の変動額  

新株の発行 1 1 1  ― 2

利益準備金の積立 ― 25 △ 25 ― ―

剰余金の配当 ―  △ 250 △ 250 △ 250

中間純利益 ―  1,167 1,167 1,167

自己株式の取得 ―  ― △ 2 △ 2

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

 

中間会計期間中の変動額

合計 
1 1 1 25 891 916 △ 2 916

平成 19年 9月 30 日残高 4,289 174 174 25 1,978 2,004 △ 13 6,455

 

 

（単位 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

新株予約権 純資産合計 

平成 19年 3月 31 日残高 912 912 7 6,458

中間会計期間中の変動額  

新株の発行  2

利益準備金の積立  ―

剰余金の配当  △ 250

中間純利益  1,167

自己株式の取得  △ 2

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△ 210 △ 210 13 △ 197

中間会計期間中の変動額

合計 
△ 210 △ 210 13 719

平成 19年 9月 30 日残高 702 702 20 7,178
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成 18 年 4 月 1 日  至 平成 19 年 3 月 31 日） （単位 百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他 

利益剰余金
 

資本金 
資本準備金

その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

利益剰余金

合計 

自己株式 
株主資本

合計 

平成 18年 3月 31 日残高 4,277 1,096 719 1,815 △ 1,653 △ 1,653 △ 8 4,431

事業年度中の変動額  

新株の発行 11 11 11 ― 22

資本剰余金の減少（欠

損填補）（注） 
△ 933 △ 719 △ 1,653 1,653 1,653 ―

当期純利益 ― 1,087 1,087 1,087

自己株式の取得 ― ― △ 2 △ 2

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

 

事業年度中の変動額合計 11 △ 922 △ 719 △ 1,642 2,740 2,740 △ 2 1,107

平成 19年 3月 31 日残高 4,288 173 ― 173 1,087 1,087 △ 11 5,538

 

 

（単位 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

新株予約権 純資産合計 

平成 18年 3月 31 日残高 703 703 ― 5,135

事業年度中の変動額  

新株の発行  22

資本剰余金の減少（欠

損填補）（注） 
 ―

当期純利益  1,087

自己株式の取得  △ 2

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

208 208 7 216

事業年度中の変動額合計 208 208 7 1,323

平成 19年 3月 31 日残高 912 912 7 6,458

（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における損失処理項目であります。 
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６．受注高・売上高・繰越高（個別） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 

（自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 項   目 

至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日） 

官 公 庁 674 ( 2.0 ) 558 ( 1.5 ) 896 ( 1.3 )

民 間 31,979 ( 97.2 ) 35,774 ( 97.7 ) 69,602 ( 98.0 )

建 
 
 
 

築 計 32,653 ( 99.2 ) 36,332 ( 99.2 ) 70,499 ( 99.3 )

官 公 庁 ― ( ― ) ― ( ― ) ― ( ― )

民 間 276 ( 0.8 ) 291 ( 0.8 ) 558 ( 0.7 )

土 
 
 

木 

計 276 ( 0.8 ) 291 ( 0.8 ) 558 ( 0.7 )

官 公 庁 674 ( 2.0 ) 558 ( 1.5 ) 896 ( 1.3 )

民 間 32,255 ( 98.0 ) 36,066 ( 98.5 ) 70,161 ( 98.7 )

建 
 
 
 

設 
 
 
 

事 
 
 
 

業 

計 

計 32,929 ( 100.0 ) 36,624 ( 100.0 ) 71,058 ( 100.0 )

（構成比％） （構成比％） （構成比％）

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 

（自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 項   目 

至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日）

官 公 庁 0 ( 0.0 ) 818 ( 2.2 ) 0 ( 0.0 )

民 間 26,787 ( 97.8 ) 36,844 ( 96.7 ) 64,345 ( 98.0 )

建 
 
 
 

築 計 26,787 ( 97.8 ) 37,662 ( 98.9 ) 64,346 ( 98.0 )

官 公 庁 ― ( ― ) ― ( ― ) ― ( ― )

民 間 180 ( 0.7 ) 28 ( 0.1 ) 343 ( 0.5 )

土 
 
 

木 

計 180 ( 0.7 ) 28 ( 0.1 ) 343 ( 0.5 )

官 公 庁 0 ( 0.0 ) 818 ( 2.2 ) 0 ( 0.0 )

民 間 26,967 ( 98.5 ) 36,873 ( 96.8 ) 64,688 ( 98.5 )

建 
 
 
 

設 
 
 
 

事 
 
 
 

業 

計 

計 26,968 ( 98.5 ) 37,691 ( 99.0 ) 64,689 ( 98.5 )

不 動 産 事 業 424 ( 1.5 ) 397 ( 1.0 ) 961 ( 1.5 )

合   計 27,392 ( 100.0 ) 38,088 ( 100.0 ) 65,651 ( 100.0 )

（構成比％） （構成比％） （構成比％）

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 

（自 平成 18年 4月 1 日 （自 平成 19年 4月 1 日 （自 平成 18年 4月 1 日 項   目 

至 平成 18年 9月 30 日） 至 平成 19年 9月 30 日） 至 平成 19年 3月 31 日）

官 公 庁 673 ( 1.5 ) 635 ( 1.4 ) 895 ( 2.0 )

民 間 43,831 ( 98.3 ) 42,826 ( 97.5 ) 43,896 ( 97.5 )

建 
 
 
 

築 計 44,505 ( 99.8 ) 43,462 ( 98.9 ) 44,792 ( 99.5 )

官 公 庁 ― ( ― ) ― ( ― ) ― ( ― )

民 間 101 ( 0.2 ) 484 ( 1.1 ) 221 ( 0.5 )

土 
 
 

木 

計 101 ( 0.2 ) 484 ( 1.1 ) 221 ( 0.5 )

官 公 庁 673 ( 1.5 ) 635 ( 1.4 ) 895 ( 2.0 )

民 間 43,932 ( 98.5 ) 43,311 ( 98.6 ) 44,118 ( 98.0 )

建 
 
 
 

設 
 
 
 

事 
 
 
 

業 

計 

計 44,606 ( 100.0 ) 43,947 ( 100.0 ) 45,014 ( 100.0 )

（構成比％） （構成比％） （構成比％）

 

１．受 注 高          (単位  百万円)

２．売 上 高          (単位  百万円)

３．次 期 繰 越 高          (単位  百万円)


